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会長 川 口 恭 一 
 

  およそ３年前の平成２０年８月２６日南青山会館において、４０名の有志により

「中間法人全国水産技術者協会」設立のための発起人会･社員総会が開催されまし

た。同年１２月、国の法人制度改革によって中間法人から一般社団法人に移行しま

した。そこで１２月１５日に総会を開催し、法人の名称等所要の定款改正を行い、

名実ともに調査、研究開発を事業とする一般社団法人としての枠組みを整えました。 

「石の上にも３年」とか、「３年目の・・・・」など、「３年」を区切りとする

言葉が多く用いられますが、今年の総会の時点で、正会員６５名、賛助会員１８法

人の陣容となりました。東北から沖縄までの地域をカバーし、資源、海洋、増養殖、

加工等水産の各分野にわたる技術への対応が可能な体制になってきました。 

しかしながら、北海道や日本海側等会員の加入がない地域もあり、さらには社会

経済分野等に関する体制は未だ不十分です。今後、地域・専門分野からみて一層の

正会員、賛助会員の拡大を図る必要があります。 

 

何もないところからのスタートでしたが、この間に事業の規模も拡大してきまし

た。２２年度の事業規模は総額１，２００万円になりましたが、このほとんどは外

部からの調査や研究開発事業の受託事業収入が占めています。 

  外部からの受託事業は一般的には予定の期間内に事業目的を達成した上で終了す

ることになります。そこで、協会運営の円滑化のためには、新たな次の事業を確保

し、連続的に進めていかなければなりません。したがって、そのための新規事業獲

得活動が重要となってきます。また、中長期的に連続性ある事業を可能とするだけ

の安定的な財政基盤の整備も必要です。 
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会員の拡大が重要であるとともに、多くの会員が参加できるように事業を展開して

いくことが一層重要であると考えています。一部会員のみでなく地方在住会員を含め

て総員参加型の協会事業活動をめざしてきたところです。そのためにも情報発信の充

実や自主的な研究会開催を可能とするスキームを構築し、現在までに３つ研究会が活

動してきました。地方在住の会員の皆様方からも大いに提案いただき、さらに研究会

活動を充実していきたいと考えています。 

  本年度も一層効果的、効率的な協会運営に努めて参ります。引き続き、どうぞよ

ろしくお願い申し上げます。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

       平成２３年度通常総会開催される平成２３年度通常総会開催される平成２３年度通常総会開催される平成２３年度通常総会開催される 

                                                                                                事務局事務局事務局事務局 

    全国水産技術者協会平成２３年度通常総会は、予定通り６月２４日(金)１６：００

より三会堂ビル２階会議室において開催されました。先行した理事会での新規入会希

望者８名の加入が承認された結果、協会の正会員６５名、賛助会員１８法人となりま

した。総会への出席者１４名に加えて、３３名からの委任状が提出されましたので、

出席者は計４７名となり、総会は有効に成立しました。賛助会員から７法人が出席さ

れました。来賓として独立行政法人水産総合研究センターから井上理事に出席いただ

きました。水産関係のプレス２社から記者が派遣され、６月２８日付で記事が掲載さ

れました(９ページに収録)。 

 会員の皆様には別途当日の配布資料をお届けしましたが、当日の総会の様子ととも

に、２２年度に実施した事業の詳細を補強してご報告します。 

 

開会開会開会開会    

 予定通り１６：００に始まり、原理事長より委任状を含む出席者数が定足数に達し

ており、総会は有効に成立したことが報告されました。 

 

会長挨拶会長挨拶会長挨拶会長挨拶    

 川口会長より、今後とも協会の活動を継続発展させ、連続性のある安定的事業の確

立を目指したいとの挨拶がありました。内容は本号冒頭に掲載しました。 

 

来賓挨拶来賓挨拶来賓挨拶来賓挨拶    

次いで来賓の井上理事から挨拶がありました。趣旨をご紹介しますと、「間もなく

設立３周年を迎えようとする全国水産技術者協会は、民間企業との共同事業等が年々

着実に進展していることを聞き心よりお慶びを申し上げる。特に、今春の東日本大震

災や諫早湾潮受堤防を巡る問題など、我が国水産業が直面する大きな問題対応のため

に２つの自主的な研究会を組織し、取りまとめを行ったことは、積極的社会活動の一

つとして高く評価されるものであると考える。これらの活動に水研センターも参加し、

協会と連携した活動を担わせていただいている。 

 また、昨年から協会会員の方々と水研センターとの定期的な懇談会を開催している
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が、今後も相互の連携をさらに深めつつ、協会の活動を支援させていただくとともに、

協会から水研センターへの助言・指導等を賜りますようお願いし、協会の今後益々の

発展とご活躍を期待したい。」という内容を述べられました。 

 

議長の選出と議事録署名人の指名議長の選出と議事録署名人の指名議長の選出と議事録署名人の指名議長の選出と議事録署名人の指名    

 議長として嶋津理事が選出され、議事録署名人（古澤理事、本西理事）が指名され

ました。以降順次議題に沿って説明と審議が行われました。 

 

平成２２年度事業報告と決算平成２２年度事業報告と決算平成２２年度事業報告と決算平成２２年度事業報告と決算    

    平成２２年度事業報告のうち、総務関係事項について原理事長より説明が行われま

した。事業活動については、協会の要覧の「事業の概要」に掲出された主要な４項目

に沿って整理されています。 

 

１１１１    「調査・研究開発」「調査・研究開発」「調査・研究開発」「調査・研究開発」    

１番目の項目である「調査・研究開発」については、協会が自主事業として実施し

た事項と受託事業とに区分されています。この機会にそれぞれの具体的な内容につい

て振り返ってご紹介しましょう。 

 

自主事業自主事業自主事業自主事業では、 

① 漁場造成・再生用資器材利用技術認定事業：委員会による評価・認定 

② 水産総合研究センターとの懇談会 

③ 有明海漁業再生研究会：諫早干拓堤防開門調査に関するとりまとめと提言 

④ アブラソコムツ等高ワックス魚の用途開発研究会：競争的資金への応募案件 

等を実施しました。これらの事業については、その都度会報に背景と協会の役割、あ

るいは実施体制等を解説する記事を掲載してきましたので、会員の皆様は予めご承知

のことと思います。 

 

上記の①の事業は会報７号に原理事長が詳細な記事を掲載しています。その後２１

年度中に２件の評価依頼を受け、委員会（委員長は有賀祐勝東京水産大学名誉教授）

を開催して審議した結果を登録するとともに全国漁業協同組合連合会に連絡しました

(担当は原理事長)。 

２２年度においてはＪＦＥスチール株式会社より「マリンロック」に関する評価依

頼を受けて、委員会を開催し、慎重に審議した結果、漁場造成・再生用資器材として

有用であるとの結論に達しました。当協会の山田 久会員には委員の一人として参画

いただいています。 

 

②の懇談会は、会員相互の意思の疎通を図り水産研究に対する意見交換の場を設け

ることとして、昨年の総会終了後に水研センターと検討を行い、ご了解を得て開始し

ました (担当は原理事長)。平成２２年７月１４日の初回開催以降各回の開催について

メール等でご連絡してきましたように、２２年度には計４回開催しました。 
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各回の議題については水研センターとの事前の協議により決めています。第１回は 

今後の会合の持ち方についての意見交換を行い、第２回は「水産生物種苗立国、養殖

研究戦略」の話題提供をうけて意見交換を行いました。この課題については更に第３

回、第４回においても意見交換と集約を継続しました。各回の参加者は正会員、賛助

会員から１０～１５名程度で、賛助会員からの出席者が多いことが特筆されます。 

この懇談会については平成２３年度においても２か月に１度程度を目安として継続

することとしています。 

 

 ③では２２年１２月の福岡高等裁判所による控訴審の判決とこの確定（国側の上告

断念）を受けて独自の研究会を開催し、提言を取りまとめました(担当は原理事長)。 

この研究会の開催については、２２年１２月２０日付メールにて会員の皆様に趣旨

を説明し、参加を呼びかけましたところ、参加申込者は３４名にもなりました。３年

間の準備期間を経た後諫早湾干拓堤防の５年間の全面開放が実施されることとなりま

すので、これに伴う漁場環境と漁業への影響について３回の研究会と３回の作業部会

で議論し、調査の具体的な内容と有明海の漁業の再生に向けた提言を取りまとめまし

た。提言は農村振興局、水産庁に提出され、対応する調査研究の設計に役立てられた

ことと思います。 

 

④はアブラソコムツ等特異的にワックスを多量に含有するため食用化が禁止されて

いる大型の魚類に関する技術開発の研究会です(担当は西岡理事)。これらの魚はしば

しばまぐろ延縄漁業の混獲物として漁獲されますが、利用価値がないため海上投棄さ

れています。一方、ニュージーランドから輸入するヒウチダイワックスは煮取り法で

分収して得るために、多大な精製コストを費やして化粧品素材化しています。しかし、

この魚種（オレンジラフィ）の資源状態の悪化が著しいことから、ニュージーランド

による漁獲枠の大幅な減少が見込まれています。 

中央水産研究所で開発した減圧法でマイワシ筋肉から中性脂肪を分離する技術は事

業段階に達しているものの、アブラソコムツ等の液状のワックスは水面上にシーツ状

で漂い減圧効果を著しく阻害するため、分離技術は実験室レベルにとどまっています。

水面に浮上する高品質ワックスを効率よく分離・回収し、残滓の筋肉も利用できる機

械装置が開発できれば、当協会に寄せられたまぐろ延縄漁業３団体からの要望を叶え

ることができます。 

平成２３年度の農林水産省の競争的資金獲得を目指し、共同研究６機関と研究支援

６機関によって研究課題化しましたが、採択には至りませんでした。まぐろ延縄漁業

３団体からの要望は継続しており、今回の総括を踏まえて今後さらにブラッシュアッ

プを行ない、次回の挑戦に備えることとしています。 

 

受託事業受託事業受託事業受託事業では、以下の２項目を実施しました。 

①船上凍結いかの品質とコレステロールに関する検証 

②水産用医薬品開発研究事業 
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    ①は(社)全国遠洋沖合いか釣り漁業協会よりの委託を受けて、委員会を組織し、船

上凍結いかの品質といかに含まれるコレステロールに関して科学的資料に基づいて検

証し、報告書を取りまとめました（担当は中添理事）。委員会の委員長には福田 裕

水産大学校教授、委員としては水研センターおよび青森県産業技術センター食品総合

研究所の研究者計４名の参加をお願いしました。 

 報告書は広範な内容について検証されており、いかの資源、漁獲動向、生物特性、

漁獲から冷凍処理工程、いかの原料特性と凍結の影響、経済的視点からの船上凍結い

か(IQF)の評価、いかの栄養特性と安全性、いかに含まれる栄養評価とコレステロール

の特性等の本文に加えて、関連する文献のリストが添付されています。 

 分析と取りまとめの要約には、船上で漁獲直後に冷凍される船上凍結いか（個別急

速冷凍 IQF 等）は優れた品質を保持していることを文献調査および保存試験から確認

したこと、船上凍結いかの持つ優れた栄養特性、生産・流通での優れた特性が記述さ

れています。また、コレステロールに関しては、いかに高濃度で含まれるタウリンが

コレステロール低下機能を有するなど、通常の摂取範囲であればいかのコレステロー

ルを懸念する必要がないことが報告されています。 

 成果物は DVD として納入しましたが、(社)全国遠洋沖合いか釣り漁業協会会員に配

布されたと聞いています。 

 

②の水産用医薬品開発研究事業は、株式会社片山化学工業研究所から、過酸化水素

製剤によるシャットネラ赤潮駆除について、実用性、投与量の設定、投与法等に関し

て検討するよう依頼があり、この事業を受託して実施しました。この事業のきっかけ

については、会報１０号の事務局便りに掲載しました（担当は原理事長）。 

動物用（水産用）医薬品の製造承認を受ける際には、薬事法に基づいて各種の試験

を実施して資料を蓄積することが必要です。この資料を薬事審議会に諮り、審査を経

て承認を受けることになります。臨床試験を実施する際には、養殖業の現場で研究し

た実績があり、豊かな経験を有する研究者の協力が必要であり、水産技術者協会の実

力を発揮する絶好の機会となるものと考えました。 

この事業の着手に当たり、協会では理事会に諮って「動物用（水産用）医薬品の臨

床試験の実施に関する規程」を制定し、当協会の企画・立案のもとで各県水産試験場

の協力を得て各種試験を進めることとしました。 

長崎県、熊本県、鹿児島県等の協力を得て委員会（委員長は原理事長）を組織して

２回にわたり検討したところ、実用化できるとの結論を得て、結果を同社に対して報

告しました。この事業には城、岩田(一)両理事も終始議論に参加していただきました。 

 

２２２２    技術者データベースの作成技術者データベースの作成技術者データベースの作成技術者データベースの作成    

 平成２１年度通常総会後に会報第６号にて予告した当協会の会員の経歴、専門分野

等に関するデータベースを作成することとして、形式・記載事項を設計し、平成２１

年１０月１日付でメールまたは郵送にて正会員に記入を依頼しました。同年１２月末

までには３０名の会員から記入済みの様式を受領しました（会報第７号、担当は中添

理事）。 
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このデータベースについては、次項３－１、３－２等外部からの技術指導、専門家

の紹介や助言の要請に対して適切な技術者を選定し、推薦する際に活用しています。

データベースはそのままの形式で外部に提供することはせず、事務局が厳重に管理し

ています。２３年度においては新規入会者に対する記入の働きかけと併せて利用シス

テム、管理策等の検討を行うこととしています。 

 

３３３３ 技術支援等技術支援等技術支援等技術支援等 

３－１ 技術指導 

ア）賛助会員からの要請を受けて、生物試験に関する指導・助言を行うため、専門

家を３回派遣して指導しました。 

 

３－２ 専門家の紹介 

 ア）(社）農林水産先端技術産業振興センター（STAFF）では農水省（農林水産技術

会議事務局）より平成２２年度地域産学連携支援委託事業を代表機関として受託し、

全国の６地域機関と協力して新産業の創出や農林水産・食品産業分野の産業規模の拡

大を目標とした活動を推進しています。 

 STAFF がこの事業を実施するに際して、STAFF 理事長と当協会会長との間で連携に関

する覚書を取り交わし、事業説明会の際の個別相談会や応募書類作成の支援を行って

きました。詳細は会報８号に掲載しました。 

 ２２年度は嶋津理事が STAFF に勤務していた関係から、当協会への専門家の対応要

請は１件（沖縄県）のみでした。事業は２３年度においても継続することから、すで

に覚書を取り交わしましたので、対応要請は今後かなり増えることと想定されます。 

 ちなみに、主として農業関係試験研究機関ＯＢを構成員とする農林水産技術同友会

では、２２年度の上記の事業において延べ３２名の技術者をコーディネーターとして

派遣しており、このような対応を同友会の社会貢献実績として位置付けています。

STAFF では農林水産技術会議の競争的資金「実用技術開発事業」の応募支援を行ってお

り、こうした協力を得て２３年度予算で８課題が採択されるなど目覚ましい実績を上

げることができました。 

 

イ）その他総会資料に記載したように、水産庁研究指導課を経由した公害等調停委 

員会(総務省)の要請に応えて、ヒ素の発生による養殖ヤマメの被害に関する専門家（会

員２名、大学関係者３名）を推薦し、問題の解決に適切な助言を与えたことが評価さ

れました。 

また、愛媛県愛南町水産課から、エイの発生に関する調査について賛助会員から３ 

社を推薦しました。 

経済産業省が計画しているメタンハイドレイトの試掘に係る漁業影響を評価する 

ため、専門家を紹介してほしいとの要請が賛助会員からあり、大学教授と水研センタ

ーの専門家２名を推薦しました。 
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平成２２年度収支決算報告平成２２年度収支決算報告平成２２年度収支決算報告平成２２年度収支決算報告    

    川口会長から総会資料の貸借対照表および収支計算書に基づいて説明が行われまし

た。平成２３年３月３１日現在の貸借対照表で、「Ⅲ 正味財産の部」には一般正味

財産５，３３５，４６８円で、うち、当期正味財産増加額が３，９６５，４２１円と

なっています。これは、収支計算書の「Ⅰ 事業活動収入」にあるように、２２年度

の調査研究受託収入が１０，０９７，１７４円と大幅に拡充できたことによります。 

 この結果として、次期繰越額は４，６６２，７１８円となり、前年度の実績に対し

て約４００万円を加算する決算となりました。 

 

監査報告監査報告監査報告監査報告    

 村井監事より平成２２年度決算関係書類及び事業報告書を監査した結果、内容は適

正であると認められた旨報告が行われました。報告は全員異議なく承認されました。 

 

平成２３年度事業計画平成２３年度事業計画平成２３年度事業計画平成２３年度事業計画    

    事業計画では新たな自主事業として、「東日本大震災に伴う漁業復興研究会」の開

催が原理事長から説明されました。ご承知のような未曾有の災害を被った東日本の地

域における漁業の復興のための方策について、研究会を組織して検討を行います。こ

の研究会の開催と参加の呼びかけについては、５月１９日付メールあるいは郵便で行

いました。 

 研究会の委員長は關理事が務め、１０名の正会員、賛助会員より１５名、水研セン

ターより２名の参加申込を得て実行中です。事務局は協会から会長、理事長、新井会

員が担当します。７月２７日には第３回の会合が開催される予定となっています。取

りまとめた提言については、会報において紹介することといたします。 

 新たな受託事業として、当協会は水産基盤整備調査委託事業のうち「沖合タイラギ

漁業再生のための覆砂技術の評価について」（水産庁計画課）を受託し、評価結果の

取りまとめに当たり、指導・助言を行うこととなりました。当協会としては水産庁か

らの受託事業の第１号となりました。 

 協会ホームページの充実についてはすでに準備を開始しました。会員相互の情報交

換のための掲示版を設置することとしています。 

 事業計画の中で、会員数の拡大について提案が行われており、役員、会員が協力し

て、多様な組織的ルート、個人的なルートを通じて、勧誘活動を行うこととされてい

ます。会員の皆様の協力をよろしくお願いしたい旨原理事長より要請が行われました。 

    

平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度予算予算予算予算と会費と会費と会費と会費    

    川口会長より平成２３年度収支予算書（案）が説明されました。調査研究受託収入

を３課題で２４百万円（前年度実績は１０百万円）として計上してあります。 

 会費については前年同様の額とし、正会員は年額６，０００円、賛助会員は年額１

口５万円、２口以上とすることが原理事長から提案されました。 

 平成２３年度事業計画、予算、会費については原案通り承認されました。 
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役員の選任役員の選任役員の選任役員の選任    

 平成２１年度の通常総会（６月１１日）において選任された役員は、定款第１７条    

による任期の２年間が経過することから、新たな役員を選任することが必要となりま

す。川口会長から１７名の理事候補者および２名の監事候補者について提案が行われ、

総会で承認されました。古澤理事は退任し、代わって福永氏（(社)全国豊かな海づく

り協会）が新任となりました。１６名については再任です。 

 会長・理事長については理事の互選により、川口会長、原理事長が引き続いて務め

ることとなり、その旨総会に報告が行われました。 

監事は１名が欠員の状態でしたが、岡田氏（(社)全国遠洋沖合いか釣り漁業協会：

会員外）が新任となりました。 

 

以上により総会の全議題の審議は終了したため、１６時５８分に嶋津議長は閉会を

宣言しました。総会終了後には和やかに懇親会を開催したことを付記します。 

                         

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

事務局便り事務局便り事務局便り事務局便り        

    新井新井新井新井さんが事務局にさんが事務局にさんが事務局にさんが事務局に ６月１日から新井義昭さん（技術士）が協会の職員として勤

務しています。新井さんは３月末まで(社)日本水産資源保護協会に勤務していました

が、今年度の有明海実証調査事業（水産庁）に当協会が参画するに当たって、この調

査に参加する賛助会員各社からの強い要請を受けて、新井さんが引き続きこの事業を

当協会に勤務しながら担当することとなりました。当協会の正会員です。新井さんの

加入により、当協会は原、嶋津、中添、西岡、中野氏とともに月曜日から金曜日まで

複数の者が勤務し、外部からの連絡や照会に対しても迅速な対応ができるようになり

ました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

東日本大震災に伴う水産業の復旧・振興に関する提言東日本大震災に伴う水産業の復旧・振興に関する提言東日本大震災に伴う水産業の復旧・振興に関する提言東日本大震災に伴う水産業の復旧・振興に関する提言    （社）楽水会（東京水産大

学（現東京海洋大学海洋科学部）の卒業生の同窓会）が全国の分野別専門家５名と青

森県から茨城県までの代表者７名で協議会を組織し、被災地の声を聞き、復興のみに

とどまることなく地域の新たな水産業の創出を目指して議論を行い、１０項目の提言

を取りまとめました。本文２１ページ、参考資料１０ページの提言は、７月１３日に

水産庁記者クラブ、農政クラブで記者発表を行いました。協議会の座長は原理事長が

務め、委員として松里会員(水研センター理事長)が参加しました。        

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

会報の発行会報の発行会報の発行会報の発行    前年の通常総会から今回の通常総会までの１年間で、会報(JFSTA 

NEWS)は通算第８号～第１２号までを発行しました。会長からは２か月に１号の発行を

するようにと言われてきましたが、１号足りない結果となってしまいました(番町皿屋

敷ではありませんが)。各号は全国から投稿いただいた力作を掲載しましたので、内容

は充実していたと自画自賛しています。これからも会員皆様方の積極的な投稿をお寄

せ下さい。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 




